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はじめに
近年主要先進国を中心に多くの国が、科学技術の振興に力を入れている。各国の研究開発費総額（民間企業の研
究開発費・大学の研究開発費・政府の研究開発費等の合計）・研究者総数・政府の科学技術予算など各種の数値が
急速に増大している。国の科学技術力は多様な産業の競争力を上昇させ経済力を強化していくための源泉であり、
国家総体として継続発展していく上で最も重要なファクターという考えがこのトレンドの底流にはある。
科学技術振興への政策的ウェイトの高まりも主要国に共通の現象となっている。科学技術力を伸長させる政策に
は、科学技術系人材の育成・科学技術系インフラの整備・研究開発成果の産業への移転システムの整備・海外の科
学技術力の吸収など多様な分野がある。（1）科学技術政策の政策分野の中で最も重要なフィールドが、競争的リサー
チ・グラントである。競争的リサーチ・グラント（ Competitive Research Grants : CRG）とは、研究資金配分機
関が広く研究課題を募り提案された課題の中から専門家による評価に基づいて実施すべき課題を採択し研究者・研
究機関に配分する資金である。本稿ではその資金自体だけでなく資金を含めた資金配分の制度をCRGと呼ぶ。
主要国中で最も科学技術政策が進んでいるとされるアメリカでは、NIH（ National Institute of Health）・NSF
（National Science Foundation）等の研究資金配分機関によるCRGが、潜在的に優れた研究課題を伸ばしさらに研
究者・研究機関間に有効な競争を醸成し、結果として米国の研究開発力の上昇に寄与するものになっている。アメ
リカでは政府の科学技術振興予算の約30％が CRGに投入されている。 CRGは科学技術政策の中心という認識が米
国では一般的である。（2）
CRGは日本においても科学技術政策の中心になってきており、中長期的に国全体の研究開発力を決定する重要な
制度になっていくことが予想される。（3）本稿ではCRGの理念型の制度設計に関する理論と、日本のCRGの発展と展
開のプロセスを追究していきたい。
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１．科学技術政策のレーゾン・デートル
CRGを含む多様な科学技術政策は、近年本格的に開始された政策分野である。最初に資本主義経済における科学
技術政策のレーゾン・デートルを明確にしたい。自由な市場競争をベースとする資本主義経済においては、市場メ
カニズムだけでは有効な資源配分が実現しない場合いわゆる市場の失敗が生じる状況において、政策介入が認めら
れるのが一般的である。
研究活動の成果である科学知識のいくつかはやがて実用可能な技術に転換し、多様な産業に応用されることにな
る。一旦大きな科学的成果が出れば、それは応用・開発研究を通じて製品化される。その製品の量産が実現してい
けば新しい産業を形成することになる。そして新産業はやがて国家の経済の国際競争力を高めることになる。即ち
科学的知識の産出は資本主義経済において中長期的発展、国際競争力伸長を実現するための最も根本的なファクター
を意味する。
しかし、科学知識を生み出す研究活動、特に基礎研究は、不確実性とリスクが高く、また多額の資金を要しさら
に時間的にも長期を必要とする場合が多い。一方で研究者の頭脳から生み出された特定の科学知識は学会誌・その
他で一旦発表されれば、大多数の者がその科学知識にアクセスし、容易にスピルオーバーしてしまう場合が多い。
研究活動は資本主義経済において科学的外部経済を形成する活動ないし科学的公共財を生み出す活動とも言える。
以上のような研究活動における不確実性、リスクの高さ、多額の研究資金の必要性、長期の時間の必要性、成果
の短期的スピルオーバー等の特質のため、資本主義経済における市場競争のベースだけでは十分な資源が、研究
者・研究機関に配分されず、国全体で考えても研究活動が最大限に活発にはならず、研究成果産出が最大化しない
ことが考えられる。そのような状況を放置すれば、中長期的には国の経済的国際競争力の相対的劣化につながって
いく。ここに研究活動を促進する科学技術政策の必要性が生まれてくる。
研究活動の特質 
①不確実性 
②多額の研究資金の必要性 
③長期の時間の必要性 
④成果の短期的スピルオーバー 
市場メカニズムだけでは研究活 動 
は十分に活発にならず 、 研究成果の 
最大化が実現しない 
グローバル化した経済にお け 
る激しい競争の中で、この 事 
態を放置すれば、国の国際 競 
争力の相対的劣化を招く 
科学技術政策の必要性 
図１：科学知識創造を目指した研究活動の特質と科学技術政策の必要性
81
２．CRGの機能
CRGは国の研究開発活動に対して、多様な影響を及ぼしながら科学の発展を進めていく働きを有する。CRGの主
要な機能には次のようなものがある。
即ち、第１に潜在的に卓越した研究課題を吸い上げ、特定の研究を促進する研究課題促進機能がある。基本的に
研究活動は一定の研究資金、時として多額の研究資金を必要とする活動である。研究資金不足のために伸長できな
いような研究課題があっても、CRGを供与することでそれらを発展させることができる。
第２に研究者間での研究競争を促進し国全体の研究者能力の水準を上昇させる研究者能力向上機能がある。米国
の研究活動のウェイトが高い大学では、 CRGの獲得が研究者の給与、大学での雇用契約、キャリア・パスに連動す
るシステムが機能しているため、 CRG獲得競争をベースに研究者間で研究活動における有効な競争が形成されてい
る。結果として米国全体での研究者レベルが上昇している。
第３に CRGは研究機関に対して CRG獲得競争を軸とした競争を促進し、国全体の研究機関の水準の上昇をもた
らす研究機関能力向上機能を有している。 CRGには研究者に直接配分される直接経費以外に研究者が所属する研究
機関に配分される間接経費（ Indirect Cost or Overhead）が存在する。よって間接経費獲得を目指して研究機関間
において激しい競争が生じることになる。（4）結果として国全体の研究機関のレベルが上昇することになる。
このように CRGは潜在的に有効な研究課題を吸い上げ伸ばし、研究者間と研究機関間に競争を生じさせることで
国全体の研究者・研究機関のレベルを上昇させる。 CRGは中長期的に国全体の研究開発力の上昇に寄与する重要な
制度であると言える。
＜研究課題促進機能＞ 
潜在的に卓越した研究課題 
を吸い上げ研究を促進 
＜研究者能力向上機能＞ 
研究者間での研究競争の促 
進を通じ国全体の研究者能 
力を向上させる 
＜研究機関能力向上機能＞ 
研究機関間での競争の促進 
を通じ国全体の研究機関水 
準を向上させる 
科学力の向上 
技術力の向上 
産業力の向上 
国際競争力の向上 
国の研究開発力の向上 
図２：CRGの機能
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３．CRGのタイプ
CRG には大別して次のようなタイプがある。第１に研究者の自由な発想・提案・計画に基づいてなされる研究を
促進する自由研究促進型（ボトムアップ型・基礎研究促進型）と、第２に研究資金提供機関が研究テーマ・研究遂
行の方向性・研究計画等に特定の指示を与える特定研究促進型（トップダウン型）である。特定研究促進型には、
特定の限定的な研究領域の集中的振興を目指す特定研究領域振興型と、特定の政策課題の解決を目指す特定政策課
題解決型がある。
第１の自由研究促進型は多様な基礎研究を促進するもので、研究領域・研究テーマなどが研究者の自由選択にゆ
だねられるものである。科学技術発展の最も根幹的な原初は、純粋な学問的探究心からの基礎研究にある。特定の
開発利益を目的としない純粋な学問的探究心からの基礎研究から画期的技術への核となるアイディア・発想・発見
が生まれ、それらを応用し開発へと結びつけることで実用的な画期的新技術が生まれる。その技術を製品化し市場
に出すことで巨大な経済的利益が形成されていく。基礎研究には未成熟分野研究、かなりのリスクがある研究、あ
る程度発展してきている研究など多様である。基礎研究には伸長するタイミングがある。研究者の意欲などが旺盛
な時期にタイミングを逃さず迅速かつ弾力的に投資するのが、自由研究促進型のCRGの役割である。（5）
第２の特定研究促進型は、研究領域、研究課題を強く限定した研究活動を振興するものである。研究テーマ・研
究計画・研究遂行等が限定されるトップダウン型の資金提供である。特定研究促進型は特定の政策目標の達成や課
題解決を目標にして、対象研究領域を限定したり研究テーマが政策課題に対応して決定するなど制約要件が多い場
合が一般的である。特定研究促進型は基本的に政策課題に即した研究を志向しているため、政策課題の変化に対応
して比較的短期間で実質的なスクラップ＆ビルドされるものも多い。
４．CRGの運営
CRG の一般的な運営プロセスは以下のような形になっている。（6）即ち、第１に研究資金配分機関は科学技術の発
展、トレンドや研究分野の変化を分析しながら CRG 配分のプログラムを作る。第２に研究者・研究機関に CRG プ
ログラムを説明し公募業務を行う。第３に研究者・研究機関から提出された研究課題を独自の審査体制をつくり審
査する。第４に配分機関は研究者に研究を直接行うための資金としての直接経費を、研究者が属する研究機関に間
接経費を配分する。第５に配分資金により展開される研究活動の展開に対するモニタリングを実施し中間評価を行
う。第６に研究活動終了後に事後評価を行う。第７に研究者・研究機関等に研究活動の成果を発表してもらう等し
て公表する業務がある。
CRG 運営の中心となるのは、各制度に配置されている当該研究分野に精通しているプログラム・オフィサー
（Program Officer：PO ）である。そして各 PO が運営する各制度を複数統括するのがプログラム・ディレクター
（ Program Director：PD ）である。 PO・PD にはその仕事をバック・アップする多数の事務スタッフも存在する。
国全体のCRGを調整するために複数のPDによるPD会議が開催される場合もある。
CRG 制度 
自由研究促進型（ボトムアップ型・基礎研究促進型） 
特定研究促進型（トップダウン型） 
特定研究領域振興型 
特定政策課題解決型 
図３：CRG のタイプ
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審査業務 公募業務 プログラム 
策定業務 
研究資金 
配分業務 
モニタリング 
業務 
中間評価業務 
成果発表業務 事後評価業務 
プログラム・オフィサー（Program Officer：PO）中心の運営 
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 
PO 
（ CRGの運営） 
PO 
（ CRG　の 
運営） 
（ CRG　の 
運営） （CRGの 
　　　運営） 
PO 
PO 
PD（複数の CRGの管理） PD（複数のCRGの管理） 
（CRGの 
　　　運営） 
PO 
（CRGの 
　　　運営） 
PO 
PD
（複数のCRGの管理） 
PD会議（国全体の CRG の調整） 
図４： CRG 運営の基本プロセス
図５： CRGにおけるPD・PO の役割
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５．日本におけるCRGの展開
日本の CRG の長期的な発展の概略は３期に分けて考えることができる。第１期が1918年～1944年の科学研究活動
を支援する少額の資金制度が整備されていった時期である。第２期は1945年～80年代までの文部省（当時）の科学
研究費補助金を中心として日本の CRG の制度的な土台が形成されていった時期である。第３期は科学技術基本法が
成立し５年毎の科学技術基本計画が策定され科学技術政策全般が本格化する中で、 CRG が量的にも質的にも高度化
する1990年代以降の時期である。
５．１　第１期（1918年～1944年）
第１期の1918年～1944年の間は日本の CRG の端緒が発生する時期であった。1918年に14万５千円の資金をベース
に科学奨励金が誕生した。科学奨励金はその後も継続し1933年度の年間予算は７万３千円であった。1939年に文部
省に300万円の科学研究費交付金が計上された。科学研究費交付金は1944年に1,870万円の予算規模になった。
５．２　第２期（1945年～1980年代）
第２期の1945年～1980年代までの40年以上の期間は、第2次世界大戦後の復興、高度経済成長と日本の経済社会に
あっては産業の復興、発展、国際競争力の強化に政策的ウェイトが高い時代であった。即ち、市場に直接的に製品
を供給する産業への振興が主流であり、 CRG のような科学技術政策は国家の戦略的政策アジェンダとしては２次的
３次的なものであった。
しかしこの時期に日本最大の CRG になる科学研究費補助金の多様な制度設計が繰り返された。第２次世界大戦後
の1945年に内閣技術院が持っていた研究費補助金の一部が文部省に移管され、1946年に科学試験研究費補助金が創
設された。そして1946年に人文科学助成金、1947年に研究成果刊行費、1949年に輸入機械購入費、1955年に化学研
第 1期（1918年～1944年） 
― CRG の端緒 ― 
第 2期（1945年～80年代） 
― CRG の土台 ― 
●科学研究費補助金の発展 
●科学奨励金等 
第 3期（1990年代以降） 
― CRG の高度化 ― 
●制度数の拡大 
●資金額の拡大 
●制度の質的高度化 
図６：日本におけるCRGの発展の概略
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究促進補助金など新規の科学振興資金も設置され、1955年度の文部省の科学研究助成予算は11億5,200万円になった。
また1949年には「科学研究費交付金等取扱規程」が制定された。そして、1965年に科学研究費交付金・科学試験研
究費補助金・研究成果刊行費等が統合され「科学研究費補助金」が成立した。
文部省以外の CRG としては1953年に厚生省所管の厚生科学研究費補助金が設立された。1980年代になって科学技
術振興への政策的ウェイトの高まりの兆しが出始め、後に科学研究費補助金に続くほどのスケールに発展する科学
技術振興調整費が1981年に形成された。
５．３　第３期（1990年代以降）
第３期の1990年代以降は、産業経済の相当程度の発展が実現し安定的な国際競争力が達成された後の国家的な継
続発展の実現という戦略テーマと世界的な科学技術政策重視のトレンドの中で、日本にあっても科学技術政策が加
速度的に発展する。国の科学技術振興は特に基礎科学振興元年と呼ばれる1993年度以降加速し、科学技術の環境整
備が進んだ。 CRGにおいても、制度数の拡大、資金額の拡大、また間接経費、配分機関、PO・PD等、多様な制度
的高度化を目指した取組が展開される。
５．３．１　第３期におけるCRGの制度数の拡大
1992年の科学技術政策大綱、1995年の科学技術基本法成立、1996年に第Ⅰ期科学技術基本計画策定と、科学技術
政策全般に力が入っていく中で、 CRG の制度数が拡大していった。文部科学省（文部省）・厚生労働省（厚生省）
以外の他の省もCRGを構築するようになっていった。
1990年に地球環境研究総合推進費（環境庁）が形成された。1995年に戦略的基礎研究事業費（2002年度より戦略
的創造研究推進事業）（文部省）、1996年に情報通信分野における基礎研究推進制度（郵政省）・保健医療分野におけ
る基礎研究推進事業（2001年度までは基礎研究推進事業出資金）（厚生省）・新技術・新分野のための基礎研究推進事
業（農林水産省）・未来開拓学術研究推進事業（2002年度より未来開拓学術研究費補助金）（文部省）・新規産業創造
型提案公募事業（通商産業省）が設置された。1997年には運輸分野における基礎的研究推進制度（運輸省）、1998年
には情報通信ブレークスルー基礎研究21における公募研究（郵政省）が設置された。2000年には産業技術研究助成
事業費（通商産業省）・革新的技術開発研究推進費補助金（文部省）が設立された。
2001年の第Ⅱ期科学技術基本計画以降はさらに CRG が拡大し以下のような新制度が成立する。即ち、2001年に建
設技術の研究開発助成経費（国土交通省）・量子情報通信技術の研究開発（総務省）が設置された。2002年には戦略
的創造研究推進事業（戦略的基礎研究事業費の再編版）（文部科学省）・独創的革新技術開発研究提案公募制度（革
新的技術開発研究推進費補助金の再編版）（文部科学省）・大学発ベンチャー創出支援制度（文部科学省）・未来開拓
学術研究費補助金（未来開拓学術研究推進事業の再編版）（文部科学省）・戦略的情報通信研究開発推進制度（総務
省）・先端技術を活用した農林水産研究高度化事業（農林水産省）・民間結集型アグリビジネス創出技術開発事業
（農林水産省）が形成された。そして2003年には生物系産業創出のための異分野融合研究推進事業（農林水産省）・
消防防災科学技術研究推進制度（総務省）の設立と、2001年の第Ⅱ期科学技術基本計画以降2003年までに11の新制
度が形成された。
（7）
創設年 CRG名称 CRG配分・運営機関 所管省
1918年 科学奨励金 本省 文部省
1939年 科学研究費交付金 本省 文部省
1940年代
1945年 科学試験研究費 本省 文部省
1946年 科学試験研究費補助金 本省 文部省
1946年 人文科学助成金 本省 文部省
表１：日本の主要CRGの形成過程
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1947年 研究成果刊行費 本省 文部省
1949年 輸入機械購入費 本省 文部省
1953年 厚生科学研究費補助金 本省 厚生省
1955年 化学研究促進補助金 本省 文部省
1960年代
1950年代
1965年 科学研究費補助金
（科学研究費交付金・科学試験研究 
費補助金・研究成果刊行費等の統合）
本省・日本学術振 
興会
文部省
1980年代
1981年 科学技術振興調整費 本省・科学技術振 
興機構 
文部省
1990年代
1990年 地球環境研究総合推進費 本省 環境省
1992年　科学技術政策大綱
1995年　科学技術基本法
1995～2001年 戦略的基礎研究事業費（2002年度 
より戦略的創造研究推進事業）
科学技術振興機構 文部省 
1996年　第Ⅰ期科学技術基本計画
1996年 情報通信分野における基礎研究
推進制度
通信・放送機構 郵政省
1996年 保健医療分野における基礎研究
推進事業（2001年度までは基礎研
究推進事業出資金）
現・医薬基盤研究 
所  
厚生省 
1996年 新技術・新分野創出のための基礎
研究推進事業
現・農業・生物系 
特定産業技術研究 
推進機構
農林水産省
1996年 未来開拓学術研究推進事業（2002年 
度より未来開拓学術研究費補助金）
日本学術振興会 文部省
1996～2001年 新規産業創造型提案公募事業 新エネルギー・産 
業技術総合開発機 
構
通商産業省
1997年 運輸分野における基礎的研究推進 
制度
現・鉄道建設・運輸 
施設整備支援機構
運輸省
1998～2001年 情報通信ブレークスルー基礎研究
21における公募研究
本省 郵政省
2000年 産業技術研究助成事業 新エネルギー・産 
業技術総合開発機 
構
通商産業省
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＊現在も機能しているCRGの配分機関名称は現在の名称を使用
５．３．２　第３期におけるCRGの質的高度化
第３期においては、研究資金配分機関の改革、間接経費の導入、直接経費使用法の改善、応募資格の拡大、分科・
細目の改善等、CRGの質的な高度化ないし洗練化が実現していく。
１）研究資金配分機関の改革
第３期には CRGの配分機関について大きな変革が展開された。即ち、1999年に「日本学術振興会法の一部を改正す
る法律」が成立し、日本学術振興会（ Japan Society for the Promotion of Science：JSPS）の業務に「研究活動及び
その成果の公開に必要な経費に対する国の補助金で予算で定めるものの交付を受け、これを財源として、研究者に対し、
補助金を交付する業務」が明記された。 JSPSが科学研究費補助金の交付業務を本格的に担当するようになった。日本
においてもアメリカのNIH・NSFのような本省からの独立性の高いCRG配分に特化した機関の形成の開始を意味した。
JSPS が科学研究費補助金の主要部分を配分する機関に発展していくのと同時に、科学技術振興機構（ Japan
Science and Technology Agency：JST ）も戦略的創造研究推進事業・科学技術振興調整費等の比較的大型の CRG
を運営する独立した機関に成長していった。
2003年より日本においても、アメリカ型のCRGを専門に管理運営するエキスパートであるPO・PDが設置されて
いく。即ち、2003年７月に JSPS内に所長１名、副所長２名、主任研究員17名、専門研究員93名による「学術システ
ム研究センター」が設置された。学術システム研究センターの主要業務は以下のようなものである。
2000～2001年 革新的技術開発研究推進費補助金
（2002年度より独創的革新技術開発 
研究提案公募制度）
本省 文部省
2001年以降
2001年　省庁再編・第Ⅱ期科学技術基本計画
2001年 建設技術の研究開発助成経費 本省 国土交通省
2001年 量子情報通信技術の研究開発 本省 総務省
2002年 戦略的情報通信研究開発推進制度 本省 総務省
2002年 先端技術を活用した農林水産研究 
高度化事業
本省 農林水産省
2002年 民間結集型アグリビジネス創出技 
術開発事業
本省 農林水産省
2003年 生物系産業創出のための異分野融 
合研究推進事業
農業・生物系特定 
産業技術研究推進 
機構
農林水産省
2003年 消防防災科学技術研究推進制度 消防庁 総務省
１ 学術振興方策に関する調査・研究 
２ 学術研究動向に関する調査・研究 
３  の事業全般にわたる審査・評価業務 
 （科学研究費補助金における審査委員の選定、審査会の運営） 
４  の事業全般に対する提案・助言 
表２：JSPS学術システム研究センターの主要業務
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JSPS学術システム研究センターにおいては、所長・副所長がPDに、主任研究員・専門研究員が POに相当する。
実際の具体的な科学研究費補助金運営業務としては以下のようなことを行っている。（8）
基本的に日本の CRG においては、 PO・PD・審査員・事務担当官等の CRG を支えるスタッフが決定的に不足し
ている。例えば、 JSPS学術システム研究センターの PO・PD総数は113名で主任研究員・専門研究員等の POにし
ても、全員がフルタイム・スタッフではなく、現役の研究者が非常勤で就いている状況である。他方、アメリカの
CRG 制度ではそのようなスタッフは格段に充実している。例えば、米国の NIH には約1,100人、 NSF には約400人
のPD・PO等の専任の研究関連専門スタッフが配置されている。又それらと同数以上の事務担当官が配置されPO・
PDをサポートしている。
２）間接経費制度の導入・整備
欧米の CRG 制度では伝統的に研究者の研究活動用資金として支給される直接経費以外に、間接経費いわゆるオー
バーヘッドが研究者が所属する研究機関に交付されてきた。日本においても2001年３月の第Ⅱ期科学技術基本計画
の閣議決定において間接経費配分が認められることになった。第Ⅱ期科学技術基本計画では間接経費の直接経費に
対する比率として「目安としては当面30％程度とする」とされた。2001年４月の「競争的資金に対する関係省庁連
絡会申し合わせ」においても「直接経費の30％に当たる額とすること」とされ、さらに比率に関しては「必要に応
じて見直すこと」が確認された。
そして日本最大の CRG である科学研究費補助金の「特別推進研究」「基盤研究（S）」「基盤研究（A）」「学術創成研
究費」「若手研究（A）」において最初に、そしてその後他の研究種目に対しても間接経費が支給されるようになって
いった。
2001年度からの科学研究費補助金への間接経費導入に対応して、国立学校特別会計にこれを受け入れるための
「費目」が設定された。これにより国立大学等において科学研究費補助金を受けた研究者が一部の資金を大学に納付
することが可能になった。そして大学がその資金で研究支援者を雇用することもできるようになった。
３）直接経費使用法の改善
従来から日本の CRG の使用法は固定的で柔軟性に欠けると言われてきたが、第３期においては CRG の直接経費
使用法が段階的に改善されていった。例えば、科学研究費補助金において2001年度から、研究遂行上で必要となる
研究支援者を研究機関が雇用する経費が直接経費として計上できるようになった。これにより研究支援者として研
究分担者を除く研究者・技術者・博士後期課程学生等を雇用できるようになった。
研究経費の年度を越えた使用を一部科学研究費補助金で可能にする制度も形成された。即ち、2003年度から科学
研究費補助金を「繰越明許費」とすることが認められ、2003年７月に文部科学省研究振興局長・大臣官房会計課長
から以下のような繰越の具体的な取扱が定められた。
（9）
① 審査・評価業務の実施計画の策定 
② 審査委員の選定・配置 
③ 審査会の進行・助言 
④ 審査結果のとりまとめ・説明 
⑤ 中間・事後評価への参画 
表３：JSPS学術システム研究センターの科学研究費補助金運営関係主要業務
89
上記の科学研究費補助金繰越しの制度は公共事業対応の繰り越し明許費制度を利用する形で整備された。元来、
繰越明許費は公共工事等において自然条件の変化で工事日数が確保できず完成が遅れるような場合に、その経費を
翌年度に使用できるようにするために形成された制度である。よって研究計画の変更に柔軟に対応するような制度
にはなっていないが、今後より洗練された制度に変革されていくものと考えられる。
４）応募資格の拡大
CRG における応募資格は第３期に拡大されていく。例えば、科学研究費補助金は長期に渡って大学・短期大学・
高専・国立研究所等の専任研究者等が応募の対象であって民間企業の研究者等は応募できなかったが、2003年９月
に「科学研究費補助金取扱規程」が改正され民間企業の研究者等も科学研究費補助金に応募できるようになった。
ただし、科学研究費補助金は学術振興に寄与する基礎研究振興にその制度的使命があり民間企業の商品開発等営利
を直接的に目的にする場合は利用できないこともあり、以下のような条件が民間企業研究者が応募する場合に定め
られた。
「科学研究費補助金取扱規程」より作成
2004年度から国立大学が法人化され各国立大学法人は外部資金獲得の方針を打ち出した。また科学研究費補助金
への応募資格が大学の非常勤教員にも拡大された。
５）分科・細目の改善
CRG において研究者が応募の際に作成する研究計画書を適合させる「分科・細目」は、急速な学術研究の進歩・
変化とともに常に変化させる必要がある。分科・細目は第３期に大幅に変革された。分科・細目に関しては、学術
自体が常にダイナミックに変化していく中で、現実の学術研究の高度化・細分化・学際化・総合化・変化などに十
分反映していない場合があり、研究計画を申請する研究者に戸惑いを生じさせることがあった。即ち、従来から分
科・細目は、その分類が伝統的な学問体系区分を意識しすぎている傾向あるいは大学の学部学科名称にとらわれて
いるような傾向が強く、増大する学際領域的研究、境界領域的研究に対応する形になっていなかった。例えば、科
１ 繰越しには文部科学大臣を通じて財務大臣の承認を必要とする。 
２ 繰越した経費と翌年度補助事業経費との混同使用はできない。 
３ 繰越しの事由は天候不順、機材調達困難等、応募時に予想できなかった外部要因によるものであ 
 ること。年度内には終了が困難だが、翌年度内に終了可能であることが求められる。 
４ 実際に手続きに入る前に、文部科学省学術研究助成課に研究機関から相談する必要がある。 
５ 事前相談に際しては、研究計画のどの部分の経費か特定でき、繰り越し事由と研究計画の関係が 
 明確にできるようにするとともに、繰り越さないと事業が完了できない理由、繰越し予定額の算 
 定根拠、事業の終了時期を示すこと。 
６ 繰り越した経費の再繰越しは原則として認められない。 
表４：科学研究費補助金に関する繰越の取扱事項
１ 研究者の組織が確立されていること 
２ 研究者が機関の活動として研究を行うこと 
３ 研究者に研究計画の策定に当たり一定の裁量が与えられること 
４ 研究成果が公表されることなどが規定上確認できること 
５ 研究者１人当たりの研究費が年間36万円以上であること 
表５：民間企業研究者が科学研究費補助金を利用する場合の主要条件
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学研究費補助金において、①学際的研究・萌芽的研究等で申請に際して適当な分科・細目がないケース、②分科・
細目の名称が発展する学問実態を反映しないケース、③審査委員の専門を越えた研究課題で適切な審査が困難にな
るようなケース等があった。
1990年に科学研究費分科会企画部会の下に「分科細目改正検討委員会（WG）」が設置された。1992年に科学研究
費分科会から「分科細目の改正について（中間取りまとめ）」が報告され、分科が63から68に、細目が200から232に
拡大された。1993年度の公募要領から改正された分科・細目が使用されることになった。又、分科細目の内容をイ
メージしやすいように「キーワード」を整理して使用することになった。
2003年にも大幅な分科・細目の改正がなされた。即ち、４系構成（総合・新領域系、人文社会系、理工系、生物
系）になり、細目数は242から278に拡大された。又「時限付き分科細目」もつくられた。「時限付き分科細目」は
「基盤研究（C）（一般）」にのみ設定されることになり、将来的には恒常的に分科細目表に設定する可能性もある新
たな研究分野について試行的に原則２年間設置するものとされた。2005年度から設置された「時限付き分科細目」
は、「廃棄物システム」「社会開発と文化」「人材養成と技術者倫理」「極限環境生物学」の４つであった。その後も
科学研究費補助金の分科・細目は、学術自体の変化に合わせて５年間隔で変化させていくことになった。
年 CRGの改善 科学技術政策全般
1992年 ●科学研究費分科会「分科細目の改正について（中 
間取りまとめ）」を発表
分科が63から68に拡大
細目が200から232に拡大
科学技術政策大綱
1993年 ①1993年度の科学研究費補助金公募要領から改正さ
れた「分科・細目」を使用（分科細目の学術研究
の高度化、細分化、学際化、総合化等の変化への 
対応）
②科学技術関係経費が補正予算の対象になる 
（景気対策としての公共事業の中に科学技術関係経
費が認められるようになる）
基礎科学振興元年
1995年 1995年以降文部省・厚生省以外の複数省でCRG制度
成立が続く
科学技術基本法成立
1996年 第Ⅰ期科学技術基本計画
1999年 ●「日本学術振興会法の一部を改正する法律」成立
日本学術振興会の業務に「研究活動及びその成果
の公開に必要な経費に対する国の補助金で予算で
定めるものの交付を受け、これを財源として、研
究者に対し、補助金を交付する業務」が明記
日本学術振興会が科学研究費補助金の交付業務を
本格的に担当するようになる
（アメリカ型の独立性の高いCRG配分に特化した
研究資金配分機関の形成の開始）
表６：1990年代以降の CRG の質的高度化
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2000年 ●「科学技術基本計画についてに対する答申」の中
で「間接経費」導入の必要性が明記
2001年 ①「第Ⅱ期科学技術基本計画」において間接経費配
分の方針が打ち出される
（直接経費に対する比率で30%程度の間接経費を配
分する方向性が示された）
②科学研究費補助金で部分的に間接経費の導入開始
③研究支援者経費を直接経費で計上できるようになる 
（研究遂行上で必要な研究支援者を研究機関が雇用
する経費が直接経費として計上可能になる。研究
支援者とは研究分担者を除く研究者・技術者・博 
士後期課程学生）
④各 CRG による研究開発活動の評価システムの形成 
の開始
第Ⅱ期科学技術基本計画
国の研究開発評価に関す 
る大綱的指針
2003年 ①科学研究費補助金が「繰越明許費」の対象になる
（研究経費の一部に対して年度を越えた使用が認
　められるようになった）
②日本学術振興会「学術システム研究センター」を
設置
センター長１名・副センター長１名・主任研究員
16名・専門研究員86名を配置
　（PD・PO制度の開始）
③「科学研究費補助金取扱規程」改正
（民間企業の研究者等も科学研究費補助金に応募
できるようになる。従来は大学・短期大学・高専・
国立研究所等の研究者に限定されていた科学研究費 
補助金の応募が民間企業の研究者にも開放された）
2004年 ①国立大学法人化によってCRGの研究機関交付が全
面的に可能になる（各国立大学法人は積極的なCRG
等の外部資金獲得の方針を打ち出す）
②科学研究費補助金の応募資格が大学の非常勤教員
にも拡大される
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おわりに
CRG は研究課題を発掘し伸ばし、又研究者・研究機関間の競争を促進し結果として国家の科学技術力の上昇に寄
与する科学技術政策の中心的制度である。近年日本の CRG は、世界の CRG の設計・運営でトップを走るアメリカ
の制度を調査しキャッチ・アップしようと努力してきた。そして特に、1990年代以降量的質的に加速度的に発展し
てきた。しかし、いまだ米国のCRGと比較すると多数の点で、日本のCRGには克服しなければならない課題がある。
即ち、第１に政府の科学技術予算中の CRG のシェアは、アメリカの約30％に対して、日本ではいまだ約10％であ
る。日本の研究開発環境をより競争的にし活性化するにはCRGのウェイトを高める必要がある。
第２にアメリカでは研究者自身の給与が CRG から拠出できるしくみになっており、そのことが研究者にとっての
CRG獲得へのインセンティブを強めている。日本の CRGではいまだ研究者自身の給与を CRGから拠出できる制度
になっていない。
第３にアメリカの研究中心の大学等の研究機関においては、研究者のポストの維持、キャリア・パスの主要条件
の一つが研究者の CRG 獲得にあるため、研究者の CRG 獲得へのインセンティブが非常に高い。それに対して日本
では研究中心の大学にあっても、いまだ CRG 獲得がポストの維持、キャリア・パスの絶対的な条件にはなっていな
い場合が多い。
第４にアメリカの CRG では間接経費のウェイトが高く、それが研究機関間競争を強力に促進している。日本の制
度でも間接経費導入が開始されたが、アメリカ程のウェイトにはなっていない。
第５にアメリカでは所管省からの独立性が強く CRG 配分に特化した研究資金配分機関が存在し、その機関を運営
する PO・PD・事務官などのスタッフも十分に整備されている。日本においても JSPS・JSTのような CRG配分に
特化した研究資金配分機関が形成されてきたが、それら機関においても PO・PD・事務官などのスタッフの数が絶
対的に少ないのが現状である。
今後日本の CRG は米国の制度設計上の先進性を吸収しながら、変革可能なところから変革を実行し制度的洗練化
を進めていく必要があると考える。
註
（1）日本の包括的な科学技術政策の発展過程については、拙著「科学技術戦略の形成－1980年代以降の日本におけ
る包括的科学技術政策体系の形成と特徴点－」長岡大学生涯学習センター『生涯学習センター研究実践報告』
第２号（通巻６号）2003年を参照
（2）アメリカの科学技術政策については、拙著「アメリカの科学技術政策システムーボトムアップ型政策立案＆ト
ップダウン型政策展開と大学における競争的環境の形成」長岡大学生涯学習センター『生涯学習研究年報』第
１号（通巻10号）2007年を参照
（3）現在日本においては、政府科学技術関係予算の約10％に相当する約3,600億円がCRGに使用されている。また日
本の CRG の80％以上が大学に配分されるので、CRG の最大の受け手である大学の改革が日本の科学技術力向
上を考えた場合に重要な課題になってきている。
（4）近年、研究機関自体が運営資金の多くの部分を CRG によってまかなう方針を打ち出すようになってきている。
例えば、東京大学先端科学技術研究センターでは研究資金の大部分を競争的資金によって賄う方針を打ち出し
ている。2006年には人権費を含めた運営資金の70％を競争的資金によって賄う目標を出している。
（5）日本において基礎研究を振興する最大の自由研究促進型 CRG が科学研究費補助金である。科学研究費補助金は
研究者の自主性を最大限に尊重するボトムアップ型の制度で現在約2,000億円の資金が投入されている。
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（6）CRGの運営はアメリカのNIH・NSF等の機関によって有効に機能している。日本のCRGの運営はいまだ発展
途上で、アメリカの諸制度の運営を参考に制度運営の点でもキャッチ・アップを展開している。
（7）基礎科学振興元年と呼ばれるようになる1993年度以降は、景気対策としての公共事業の中に科学技術関係経費
が認められるようになり、科学技術関係経費が補正予算で手当てできるようになる。
（8）学術システム研究センターの POは、研究者が提出した研究課題に対する審査は行わない。アメリカにおいても
NIHでは POは審査まで行わない。 POの業務として審査まで実施するのは NSFである。日本の学術システム
研究センターはNIH型に設計したと言える。
（9）2001年以前は、特に科学研究費補助金の応募・交付件数が多い大学等で、科学研究費補助金に関する事務処理
経費・施設及び設備の管理費が多額であったにもかかわらず、それを当該補助金から支出できなかったことが問
題とされていた。
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